
ＪＡ自己改革の取組状況

平 成 ３ ０ 年 ８ 月
Ｊ Ａ グ ル ー プ



○ JAグループは、平成26年11月に「農業者の所得増大」「農業生産の拡大」「地域の活性化」を基本目標とす
る自己改革に取り組むことを決定。

○ 平成27年11月の第27回JA全国大会では、「農業者の所得増大」に直結する「各JAの販売品取扱高の拡
大」 をJAグループの共通目標に設定。

○ 共通目標の実現に向けた具体策は、JAごとに地域実態をふまえて創意工夫し、最適な施策を選択・実践す
ることとしている。

出典：農林水産省「総合農協統計表]

１．JA自己改革の取組状況
（１）JAグループ共通目標「販売品取扱高の拡大」
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【最重点分野】

組合員たる農業者、特に担い
手からみて、その所得向上に
向けた取り組み

１．JA自己改革の取組状況
（２）第27回ＪＡ全国大会決議（平成27年10月）の全体像と重点実施分野
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○ 第27回JA全国大会（平成27年10月）で、「農協改革」にかかる政府・与党内の検討経過や、改
正農協法などの情勢変化をふまえ、自己改革のさらなる具体化・見直しを行い、３つの基本目標に
つながる施策領域に絞り込んだJAグループ共通の実践方針（平成28~30年度）を決議した。
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ファーマーズマーケット等を通じた消費者への直接販売

中食・外食などの業務用・加工用需要に対応した実需者との契約販売

行政や他企業等と連携したＰＲ活動

実需者ニーズに基づく組合員への生産提案

実需者のオーダーに応じた出荷規格・数量設定

新しい品種や技術、素材等の導入の支援

管内の農畜産物を活用した加工販売やメーカー等との共同商品開発

重点市場の絞り込みや生協・量販店等への営業活動

実施しており今後拡大・強化する予定 実施しており今後も維持する予定 実施していないが今後実施する予定

実施しているが今後縮小・縮減する予定 実施しておらず今後も実施する予定はない 無回答

【１円でも多く生産者手取りを確保するための各種施策の取り組み状況】

１．JA自己改革の取組状況
（３）１円でも多く生産者手取りを確保する施策に意欲的に挑戦
○ 消費者への直接販売や業務用・加工用等実需者との契約販売、企業等との連携や、実需者ニーズに基づく
生産提案、新しい品種・技術等の導入支援など１円でも多く生産者手取りを確保するための具体的施策に多
くのＪＡが意欲的に取り組んでいる。今後取り組みを拡大・強化、今後実施を予定するＪＡが大半。

○ すでに実施しているＪＡと今後実施するＪＡで８割を超える施策が多数。

資料：平成29年度全JA調査（平成29年4月1日基準） 調査対象は基準日現在の総合JA（652JA） 3



資料：ＪＡ全中「平成29年度自己改革実践トップフォーラム」より

【１円でも多く生産者手取りを確保するための取り組み実践事例】

○ ＪＡ道央（北海道）は、ＪＡ道央産の小麦をさらに
広く流通させるため、国産小麦の食パン使用に先駆的
な取り組みをしていた、敷島製パン（株）との共同プ
ロジェクトを平成28年に立ち上げ。

○ 同社のブランド「Pasco」による道産小麦を使用し
たパンの製造・販売店舗と、地域の農業者が運営する
「のっぽろ野菜直売所」が出店する「ゆめちからテラ
ス」を30年５月に開設。

○ ＪＡ鈴鹿（三重）は、需要減少と価格低迷により厳
しい経営環境が続く茶・植木生産者の経営を支えるた
め、複合品目として白ネギの生産を推進し、産地拡大
に取り組み。

○ 新たに生産部会を結成した白ネギは、平成29年度
には生産者が38名へ増加し、生産面積も12.1haへ
拡大。

○ ＪＡ鈴鹿（三重）は、営農振興基金等を通じた支援
や生産部会を核とした新規生産者の育成・確保に取り
組むとともに、品質向上と安定生産に向けた圃場巡回
指導や栽培研修会を定期的に実施。

企業等との連携

実需者ニーズに基づく生産提案

１．JA自己改革の取組状況
（３）１円でも多く生産者手取りを確保する施策に意欲的に挑戦
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市場価格をふまえた仕入先との価格交渉

ホームセンター等の他社の価格・品質の調査・分析

相見積もり（安価な仕入れ先の選定）

取扱い商品の集約

予約購買による価格メリット設定（当用価格に比べて割安に提供）

大口値引き設定（購入量に応じた値引き）

他社に対する価格調査による弾力的な価格・手数料設定

低コスト技術の普及（土壌診断に基づく施肥指導の実施等）

省力技術の普及（鉄コーティング水稲直播栽培等）

省力商品（水口処理農薬・苗箱まかせ等）の普及

自己取り・直送等による物流メリットの還元

農業関連施設の集約・広域再編

実施しており今後も維持する予定 実施しており今後拡大する予定 実施していないが今後実施する予定

実施しているが今後縮小する予定 実施しておらず今後も実施する予定はない 無回答

１．JA自己改革の取組状況
（４）トータルでの生産コスト低減の取り組みに意欲的に挑戦
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○ 予約購買や低コスト技術、省力技術の普及、自己取り・直送等の多様な側面から１円でも安く良い資材を
供給する施策に多くのＪＡが意欲的に取り組んでいる。多くのＪＡが今後取り組みを拡大・強化したり、今後実
施を予定している。

○ 多数の施策で「すでに実施しているＪＡ」と「今後実施するＪＡ」が８割超。

【トータルでの生産コスト引き下げのための各種施策の取り組み状況】
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資料：平成29年度全JA調査（平成29年4月1日基準） 調査対象は基準日現在の総合JA（652JA） 5



○ ＪＡ東びわこ（滋賀県）は、水稲栽培にか
かる肥料について、成分の見直しや、物流閑
散期の大量輸送や規格変更による効率的保管
などを通じた物流コストの見直しを行い、
10aあたりのコストを約３割減。

○ また、成分を変えることで10aあたりの施
肥量を減らし、施肥の重量を軽減することで
農業の省力化を実現。

○ ＪＡ兵庫みらい（兵庫県）は、農薬散布作
業の省力化を図るため、無人航空機（ドロー
ン）を導入するとともに、オペレーター技能
認定証を取得。

○ 子会社（株）兵庫みらいアグリサポートと
連携し、黒大豆の圃場で試験散布を実施する
とともに、今後、稲の病害虫の防除や、除草
剤の散布にも活用予定。

資料：ＪＡ全中「平成29年度自己改革実践トップフォーラム」より

【トータルでの生産コスト引き下げのための取り組み実践事例】

トータルコスト（物流・成分見直し・省力化等）の低減

１．JA自己改革の取組状況
（４）トータルでの生産コスト低減の取り組みに意欲的に挑戦

省力技術の普及
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○ 従来、ＪＡは生産部会や集落営農など、組織的な対応に注力をしてきた。今後も組織的対応に
加えて、規模拡大等を果たしている担い手への個別対応を強化していくこととしている。

○ 担い手の個別のニーズに対応するため、担い手に出向く体制を約82％ のＪＡが整備。昨年度
比5％の増加で、今後整備予定を含めると90%を超える。

○ 農業法人や認定農業者を出向く先に設定するＪＡが増加。

【 担い手に出向く専任部署・担当者の設置状況】

資料：平成29年度全JA調査（平成29年4月1日基準） 調査対象は基準日現在の総合JA（652JA）
平成28年度全JA調査（平成28年4月1日基準） 調査対象は基準日現在の総合JA（659JA）

１．JA自己改革の取組状況
（５）担い手経営体のニーズに応える個別対応を強化
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○ ＪＡとぴあ浜松（静岡県）は、29名の営農ア
ドバイザーが合計145軒の農家に対し、３年で
農業所得30%アップを達成することを目標に、
実需者ニーズをふまえた、生産拡大・品質向上
等に関する「栽培提案書」を作成。

○ 例えば、甘いミカンを求めるバイヤーの要望
に応え、マーケットインの視点から管内農家に
高糖度ミカンの栽培を提案。複数回の糖酸度検
査など生育管理も徹底し、高糖度ミカンとして
ブランド化するなど、個別農家へのきめ細かい
対応で、対象者の55%にあたる80軒の農家が
30%アップを達成。

【担い手への個別対応の取り組み実践事例】

資料： ＪＡとぴあ浜松「ＪＡとぴあ浜松の自己改革の取り組み 未来の地域農業のために」より

担い手への個別対応

１．JA自己改革の取組状況
（５）担い手経営体のニーズに応える個別対応を強化
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連合会等による支援策・共同の取り組み

２．今後もさらなるJA自己改革の取り組みを展開

○ 各地で行われている有効なJAの取り組みや連合会等による支援策を展開していくことで、各JAの自己改革の
取り組みをさらに加速させることが可能。

○ 今後展開をめざすJA自己改革の取組実践事例について、諸課題ごとに整理し、 JAグループをあげて共同・連
携して横展開をはかっていくところ。

今後展開をめざす主なJA自己改革
の取組実践事例 参照

JAは、現場の実態に即し

「農業者の所得増大」
「農業生産の拡大」
「地域の活性化」
に向けて創意工夫ある
自己改革の取り組みを実践中

9

現場の諸課題に応じ
た、有効なJAの取り組
みや連合会等による支

援策を展開
《自己改革の加速》



・ 29年度で２回目：東西２か所（東京・大阪）で開催 合計で約450名のＪＡトップ層が参加

・有識者による研究報告や現場報告：
ＪＡ岩手ふるさと（岩手）、ＪＡ大阪南（大阪）、ＪＡ兵庫南（兵庫）

・ 29年度で３回目：全国３か所 合計で230団体・約420名のＪＡトップ層が参加

・実践事例報告：東日本：JA加美よつば（宮城）・JAなすの（栃木）・JA埼玉中央（埼玉）
中日本：JA花咲ふくい（福井）・JA伊勢（三重）・JAおうみ富士（滋賀）
西日本：JA山口中央（山口）・JAおちいまばり（愛媛）・JAおおいた（大分）

ＪＡ営農・経済フォーラムを開催（対象：ＪＡ常勤役員・幹部職員）

・ 29年度で２回目：全国６か所 合計で約950名のＪＡトップ層が参加

・実践事例報告：北海道・東北ブロック：ＪＡ道央（北海道）、ＪＡみちのく村山（山形）
関東・甲信ブロック：ＪＡさがみ（神奈川）、ＪＡ上伊那（長野）
北陸・東海ブロック：ＪＡ越後ながおか（新潟）、ＪＡ鈴鹿（三重）
近畿ブロック：ＪＡ東びわこ（滋賀）、ＪＡ兵庫みらい（兵庫）
中国・四国ブロック：ＪＡ広島中央（広島）、ＪＡえひめ中央（愛媛）
九州・沖縄ブロック：ＪＡ柳川（福岡）、ＪＡあいら（鹿児島）

自己改革実践トップフォーラムを開催（対象：ＪＡ組合長・会長）

ＪＡ組織基盤強化フォーラムを開催（対象：ＪＡ常勤役員・幹部職員）

・29年は、本会常勤役員が全県を訪問し、県下組合長会議等でＪＡ組合長等トップと直接対話を実施。
・30年は、本会会長を含む常勤役員で各県を訪問、直接対話によりコミュニケーションを深めている。

本会役員による全県訪問・ＪＡ組合長等との直接対話
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３．全中はＪＡ自己改革の取組を後押し（フォーラムで全国の優良事例をヨコ展開）

・30年度より、ＪＡ役職員が自らの取り組み等を組合員に伝えるとともに、組合員の声を聴く取り組み(「JAの自己改革に関する対話運動」）
を提起。全国のJAにおいて、訪問を基本に、組合員とのコミュニケーションを一層深めている。

ＪＡ役職員による組合員の声を聴く取り組みの推進


